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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第72期

第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 2018年１月１日
至 2018年３月31日

自 2019年１月１日
至 2019年３月31日

自 2018年１月１日
至 2018年12月31日

売上高 (千円) 4,478,090 4,072,276 15,990,979

経常利益 (千円) 660,353 619,883 1,566,791

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 466,089 442,427 1,101,067

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 271,883 499,761 440,635

純資産額 (千円) 15,566,511 15,758,857 15,590,920

総資産額 (千円) 23,335,921 23,628,767 23,322,696

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 16.64 16.00 39.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.4 66.3 66.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年２月16日)等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1)財政状態及び経営成績の状況

  ①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境の改善が継続する中、個人消費が緩やかに回復する

一方で輸出関連企業を中心に不透明感が高まっております。海外においても米国による通商問題が与える影響等か

ら徐々に景気の減速感が懸念されており、当社の主要顧客におきましても、前年度後半以降設備投資に対する慎重

さが徐々に広がっております。

 このような事業環境のなか、当社グループは第６次中期経営計画「Create Future 2021」の１年目として、３つ

の基本戦略「既存領域の強化」「注力領域での成長」「顧客への付加価値拡大」を軸とした各種施策に取り組んで

おります。

 当第１四半期連結累計期間における受注高は、高速鉄道向け台車温度検知装置の大型案件を成約したものの、前

年度受注となった高速道路向け設置型車両重量計の実績をカバーするに至らず、4,100百万円と前年同期に比べ

21.0％の減少となりました。また売上高も、設置型車両重量計の売上がなかったことから4,072百万円と前年同期に

比べ9.1％の減収となりました。

 利益につきましては、原価率の改善とともに販売費及び一般管理費が減少しましたが、売上高の減収により営業

利益は600百万円と前年同期に比べ13.8％の減益となりました。また、経常利益は619百万円と前年同期に比べ

6.1％、親会社株主に帰属する四半期純利益は442百万円と前年同期に比べ5.1％とそれぞれ減益となりました。

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

（計測機器セグメント）

 汎用品におけるセンサ関連機器は全般的な需要低下により、売上高は1,165百万円と前年同期に比べ12.6％の減

収、測定器関連機器はレンタル会社への販売増加等により、売上高は610百万円と前年同期に比べ10.5％の増収とな

りました。

 特注品関連機器(特定顧客向仕様製品)は、高速道路向け設置型車両重量計の大型竣工案件がなかったことと、特

注品センサ機器の減少等により、売上高は502百万円と前年同期に比べ42.6％の減収となりました。

 システム製品関連機器は、高速鉄道向け台車温度検知装置が増加しましたが、ダムの安全性を観測する堤体観測

装置および運転データ集録システムの減少等により、売上高は586百万円と前年同期に比べ5.7％の減収となりまし

た。

 保守・修理部門は機器修理の減少により、売上高は270百万円と前年同期に比べ9.6％の減収となりました。

 以上その他を含め、計測機器セグメントは、売上高が3,696百万円と前年同期に比べ10.7％の減収となりました。

また、セグメント利益（売上総利益）は1,522百万円と前年同期に比べ6.2％の減益となりました。

（コンサルティングセグメント）

 コンサルティングセグメントは、各種計測業務が堅調に推移し、売上高は376百万円と前年同期に比べ11.0％の増

収となりました。また、セグメント利益（売上総利益）は143百万円と前年同期に比べ6.6％の減益となりました。
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  ②財政状態の状況

(資産の部)

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は23,628百万円となり、前連結会計年度末に比べ306百万円の増加となり

ました。

 流動資産は16,193百万円となり、前連結会計年度末に比べ98百万円の増加となりました。その主な要因は、受取

手形及び売掛金が60百万円、たな卸資産が72百万円それぞれ増加した一方で、現金及び預金が50百万円減少したこ

とによるものであります。

 固定資産は7,435百万円となり、前連結会計年度末に比べ207百万円の増加となりました。その主な要因は、有形

固定資産が82百万円、投資有価証券が59百万円それぞれ増加したことによるものであります。

(負債の部)

 当第１四半期連結会計期間末の負債合計は7,869百万円となり、前連結会計年度末に比べ138百万円の増加となり

ました。

 流動負債は5,571百万円となり、前連結会計年度末に比べ162百万円の増加となりました。その主な要因は、支払

手形及び買掛金が142百万円、賞与引当金が325百万円それぞれ増加した一方で、未払金が80百万円減少したことに

よるものであります。

 固定負債は2,298百万円となり、前連結会計年度末に比べ24百万円の減少となりました。その主な要因は、長期借

入金が10百万円、退職給付に係る負債が10百万円それぞれ減少したことによるものであります。

(純資産の部)

 当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は15,758百万円となり、前連結会計年度末に比べ167百万円の増加とな

りました。その主な要因は、利益剰余金が配当に伴う減少331百万円と親会社株主に帰属する四半期純利益の増加

442百万円及びその他有価証券評価差額金の増加41百万円によるものであります。

 
(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(3)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は254百万円であります。なお、当第１四半期連結累計期間において

当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

 4/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,058,800 28,058,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 28,058,800 28,058,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

       該当事項はありません。　

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年１月１日～
2019年３月31日

― 28,058,800 ― 1,723,992 ― 1,759,161
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができませんので、直前の基準日(2018年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2019年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 406,700
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

276,410 ―
27,641,000

単元未満株式
普通株式

― ―
11,100

発行済株式総数 28,058,800 ― ―

総株主の議決権 ― 276,410 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式69株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2019年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社共和電業
東京都調布市調布ヶ丘
３－５－１

406,700 ― 406,700 1.45

計 ― 406,700 ― 406,700 1.45
 

 (注)2019年３月31日現在の自己株式数は、406,769株であります。

 

２ 【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2019年１月１日から2019年3

月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年１月１日から2019年3月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,923,915 5,873,046

  受取手形及び売掛金 ※１  4,745,971 ※１  4,806,564

  電子記録債権 ※１  1,067,772 ※１  1,089,336

  有価証券 500,000 500,000

  商品及び製品 1,058,631 975,274

  仕掛品 1,275,560 1,457,262

  未成工事支出金 47,988 25,874

  原材料及び貯蔵品 1,338,587 1,335,043

  その他 136,926 131,701

  貸倒引当金 △571 △562

  流動資産合計 16,094,783 16,193,542

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,557,794 2,508,147

   その他（純額） 2,207,236 2,339,029

   有形固定資産合計 4,765,031 4,847,176

  無形固定資産 129,812 129,460

  投資その他の資産   

   その他 2,333,070 2,458,589

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 2,333,069 2,458,589

  固定資産合計 7,227,913 7,435,225

 資産合計 23,322,696 23,628,767

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,001,926 1,144,661

  電子記録債務 475,859 496,994

  短期借入金 1,350,000 1,600,000

  1年内返済予定の長期借入金 490,200 240,200

  未払法人税等 238,053 209,411

  賞与引当金 188,717 513,801

  役員賞与引当金 35,950 10,445

  その他 1,627,888 1,355,622

  流動負債合計 5,408,596 5,571,138

 固定負債   

  長期借入金 452,600 442,550

  役員退職慰労引当金 103,109 106,549

  執行役員退職慰労引当金 18,066 15,708

  退職給付に係る負債 1,671,339 1,660,908

  資産除去債務 13,153 13,218

  その他 64,911 59,836

  固定負債合計 2,323,180 2,298,772

 負債合計 7,731,776 7,869,910
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,723,992 1,723,992

  資本剰余金 1,854,080 1,854,080

  利益剰余金 11,514,252 11,624,855

  自己株式 △158,559 △158,559

  株主資本合計 14,933,765 15,044,369

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 459,582 501,048

  為替換算調整勘定 54,213 60,479

  退職給付に係る調整累計額 63,449 58,367

  その他の包括利益累計額合計 577,246 619,895

 非支配株主持分 79,907 94,592

 純資産合計 15,590,920 15,758,857

負債純資産合計 23,322,696 23,628,767
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
　至 2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 4,478,090 4,072,276

売上原価 2,701,167 2,406,723

売上総利益 1,776,922 1,665,553

販売費及び一般管理費 1,080,425 1,064,867

営業利益 696,497 600,685

営業外収益   

 受取利息 3,254 2,477

 補助金収入 16,644 7,966

 為替差益 － 9,720

 その他 5,342 4,584

 営業外収益合計 25,241 24,750

営業外費用   

 支払利息 4,468 4,181

 コミットメントフィー 11,109 1,137

 その他 45,806 233

 営業外費用合計 61,385 5,552

経常利益 660,353 619,883

税金等調整前四半期純利益 660,353 619,883

 法人税、住民税及び事業税 271,944 218,045

 法人税等調整額 △78,992 △53,399

法人税等合計 192,951 164,646

四半期純利益 467,401 455,237

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,312 12,809

親会社株主に帰属する四半期純利益 466,089 442,427
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
　至 2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年３月31日)

四半期純利益 467,401 455,237

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △153,439 41,465

 為替換算調整勘定 △27,695 8,140

 退職給付に係る調整額 △14,382 △5,082

 その他の包括利益合計 △195,518 44,523

四半期包括利益 271,883 499,761

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 276,133 485,076

 非支配株主に係る四半期包括利益 △4,250 14,684
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

（追加情報）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

受取手形 101,351千円 118,725千円

電子記録債権 23,427 20,990
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

     当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
至 2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
至 2019年３月31日)

減価償却費 148,532千円 148,745千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2018年１月１日 至 2018年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月29日
定時株主総会

普通株式 280,111 10 2017年12月31日 2018年３月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2019年１月１日 至 2019年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日
定時株主総会

普通株式 331,824 12 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの
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該当事項はありません。
 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間(自 2018年１月１日 至 2018年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

 
計測機器

コンサル
ティング

計

売上高      

 外部顧客への売上高 4,139,397 338,692 4,478,090 ― 4,478,090

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,139,397 338,692 4,478,090 ― 4,478,090

セグメント利益 1,623,247 153,674 1,776,922 ― 1,776,922
 

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。 

 

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間(自 2019年１月１日 至 2019年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

 
計測機器

コンサル
ティング

計

売上高      

 外部顧客への売上高 3,696,179 376,097 4,072,276 ― 4,072,276

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,696,179 376,097 4,072,276 ― 4,072,276

セグメント利益 1,522,064 143,488 1,665,553 ― 1,665,553
 

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。 
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、「普通株式の期中平均

株式数」は、株式給付信託口が所有する当社株式を自己株式数に含めて算定しております。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
至 2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
至 2019年３月31日)

   １株当たり四半期純利益金額 16.64円 16.00円

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 466,089 442,427

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

466,089 442,427

   普通株式の期中平均株式数(千株) 28,011 27,652
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社共和電業(E01921)

四半期報告書

16/17



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年５月14日

株式会社共和電業

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野   本   博   之 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飯   畑   史   朗 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共和電

業の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019年１月１日から2019年３月

31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年１月１日から2019年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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